	別記第１号様式（第４条関係）

特定事業計画認定申請書

　年　　月　　日　

札幌市長  

申請者　住　所　
氏　名　
法人の場合は、主たる事務所の所在地、
法人の名称及び代表者の氏名





札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第４条の規定により、関係書類を添えて認定を申請します。


１　特定事業者に関する事項
	設立（予定）年月日
	年　　月　　日

	法人の事業年度の期間
	　　　月　　日　～　　　月　　日




２　特定事業の内容
	事業名
	

	産業・業種※１
	

	事業内容
	

	電気供給業出力規模※２
	　　kW

	再生可能エネルギー
電気利用量（想定）※３
	総消費電力量　　　　　　　　　　　　　　 　　　kwh/年

	
	再生可能エネルギー電力量　　　　　　　　   　　kwh/年

	実施状況
	申請日現在、道内で既に上記事業と同分野の事業を
 □ 営んでいる　　□ 営んでいない

	実施場所
	


※１　産業・業種は、施行規則別表１右欄及び左欄に掲げる産業及び業種、別表２の１の項に掲げる業若しくは業務又は別表２の２の項に掲げる事業を記載すること。
※２　電気供給業出力規模は、電気業のうち発電事業を営む場合に記載すること。
※３　再生可能エネルギー電気利用量は、通信業を営む場合に記載すること。

３　特定事業の計画期間
(1) 事業開始予定　　　　　年　　　月　　　日
(2) 事業終了予定　　　　　年　　　月　　　日

４　特定事業に係る土地、家屋又は償却資産の取得に関する事項
(1) 土地、家屋又は償却資産の取得予定の総額　　　　　　　千円
(2) 土地、家屋又は償却資産の内訳
ア　特定事業の用に供するもので、特定事業計画の認定後、令和１５年３月３１日までに取得するもの
＜土　地＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	所　在
（地　番）
	地　積
（うち特定事業の用に供する面積）
	取得予定年月日

	
	㎡
（　　　　　　　　　㎡）
	

	設置する設備・家屋の名称
	金　額

	
	千円　



＜家　屋＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	建設予定地
	名　称
（種類・構造※４）
	延床面積
（うち特定事業の用に供する面積）

	
	
（　　　　・　　　　）
	㎡　
 （　　　 　　　　　 ㎡）

	①建設着手予定年月日
②取得予定年月日
③供用開始予定年月日
	用途・事業内容
	金　額

	①
②
③
	
	千円　



＜償却資産＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	設置予定地
	名　称
（種類※５）

	
	
（　　　　　　　　）

	①設置着手予定年月日
②取得予定年月日
③供用開始予定年月日
	用途・事業内容
	金　額

	①
②
③
	
	千円　




イ　特定事業の用に供するもので、特定事業計画の認定後、令和１５年３月３１日までに賃借するもの又は特定事業計画の認定前に取得するもの
＜土　地＞
	区　分※６
	所　在
（地　番）
	賃借又は取得（予定）年月日

	
	
	

	地　積
（うち特定事業の用に供する面積）
	設置する設備・家屋の名称

	㎡
（　　　　　　　　　　㎡）
	



＜家　屋＞
	
	所　在
（家屋番号）
	名　称
（種類・構造※４）

	区　分※６
	
	
（　　　　・　　　　）

	延床面積
（うち特定事業の用に供する面積）
	①賃借又は取得(予定)年月日
②供用開始予定年月日
	用途・事業内容

	㎡
（　　　　　　　　㎡）
	①
②
	



＜償却資産＞
	区　分※６
	所　在
	名　称
（種類※５）

	
	
	

	①賃借又は取得（予定）年月日
②供用開始予定年月日
	用途・事業内容

	 ①
②
	


※４　家屋の種類は、｢居宅｣、｢店舗｣、｢寄宿舎｣、｢共同住宅｣、｢事務所｣、｢旅館｣、｢料理店｣、｢工場｣、｢倉庫｣、｢車庫｣、｢発電所｣、｢変電所｣から選択すること。
家屋の構造は、｢木造｣、｢土蔵造｣、｢石造｣、｢れんが造｣、｢コンクリートブロック造｣、｢鉄骨造｣、｢鉄筋コンクリート造｣、｢鉄骨鉄筋コンクリート造｣から選択すること。
※５　償却資産の種類は、｢構築物｣、｢機械｣、｢設備｣から選択すること。
※６　区分は、｢賃借｣、｢認定前取得｣から選択すること。


５　特定事業計画の実施に伴う労務に関する事項
	特定事業を
行う事務所等
	申請日の直前の事業年度の末日に
おける常時雇用する者の数
Ａ
	特定事業の実施により
常時雇用する者の数（予定）
Ｂ
	雇用増
Ｂ－Ａ

	既存の
事務所等
	人
	内　訳
	　　  人　
	人

	
	
	
	（うち出向者　　　　人）
	

	
	
	
	（うち委託雇用者　　人）
	

	
	
	
	（うち異動者　　　　人）
	

	
	
	
	（うち転勤者        人）
	

	新設の
事務所等
	
	内　訳
	　　   人
	人

	
	
	
	（うち出向者　　　　人）
	

	
	
	
	（うち委託雇用者　　人）
	

	
	
	
	（うち異動者　　　　人）
	

	
	
	
	（うち転勤者        人）
	

	合　計
	　　
	　人
	人



６　特定事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法
	総　額
	千円

	内　訳
		年　度
	資金調達先
	資金調達額
	資金調達方法

	
	
	千円
	

	
	
	千円
	

	
	
	千円
	




	
	　



７　地域における自然環境及び生活環境との調和に関して実施を予定する事項
（ＧＸ事業を実施する場合にあっては、地域との合意の内容に関する事項を含む）
	実施時期
	内　容

	
	






	別記第２号様式（第４条関係）

市税等の滞納がないことの誓約書兼納税状況確認同意書

年　　月　　日　

札幌市長　
所在地
名称
代表者氏名



１　私は、札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例（次項において「条例」という。）に基づく特定事業計画の認定申請にあたり、市税の滞納がないことを誓約します。


２　私は、私の全ての札幌市税目における課税情報及び納税情報を、札幌市まちづくり政策局グリーントランスフォーメーション推進室が、札幌市財政局税政部から得て、条例に基づく特定事業計画の認定の要件及び課税免除の要件の適合の確認に利用することに同意します。

　




	[bookmark: _Hlk182833517]別記第３号様式（第８条関係）

認定特定事業計画変更認定申請書

年　　月　　日　

札幌市長 
                                                                                                                                
申請者　所在地
　　　　名称
　　　　代表者氏名

札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第５条１項の規定により、関係書類を添えて計画変更の認定を申請します。
	特定事業計画認定年月日
	　　　年　　月　　日

	認定特定事業番号
	

	変更予定年月日
	　　　年　　月　　日

	変更の内容
	





※　変更の内容が認定特定事業の一部を譲り渡す場合は、これを譲り受ける者について記載すること。
	住所
	

	名称及び代表者の氏名
	







	別記第４号様式（第９条関係）

認定特定事業開始等届出書

年　　月　　日　

札幌市長 
                                                                                                                                
届出者　所在地
　　　　名称
　　　　代表者氏名

札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第６条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。
	特定事業計画認定年月日
	　　　年　　　月　　　日

	認定特定事業番号
	

	届出の区分
	□事務所等の設置
□事務所等の事業への供用
□取得（土地・家屋・償却資産）
□家屋の建設又は償却資産の設置の着手
□家屋又は償却資産の事業への供用

	届出事由発生年月日
	年　　　月　　　日

	届出行為の対象となる事務所等・土地・家屋・償却資産に関する事項
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	取得価額
	千円

	届出行為の対象となる事務所等・土地・家屋・償却資産に関する事項
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	取得価額
	千円

	届出行為の対象となる事務所等・土地・家屋・償却資産に関する事項
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	取得価額
	千円







	別記第５号様式（第１０条関係）

認定特定事業実績報告書
                                                          　 　　　　　　　　　　
　 　年　　月　　日　

  札幌市長　
                                                                    　
報告者　所在地
名称   　 
代表者氏名
　　　　　　　　　　　　 　　　                                     
札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第７条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告します。

１　認定特定事業の実施状況に関する事項
	認定特定事業番号
	

	実績報告対象期間　
	年　月　日　～　　年 　月 　日

	事業の実施場所
	

	報告事業年度における
認定特定事業の成果
	

	報告事業年度における資金調達に関する実績
	総　額
	　千円

	
	内　訳
		資金調達先
	資金調達額
	資金調達方法

	
	千円
	

	
	千円
	

	
	千円
	




	再生可能エネルギー
電気利用量※１
	総消費電力量　　　　　　　　　　　　　　 　　　kwh/年

	
	再生可能エネルギー電力量　　　　　　　　     　kwh/年


※１　再生可能エネルギー電気利用量は、通信業を営む場合に記載すること。

２　報告事業年度の末日における認定特定事業の実施により常時雇用する者
	特定事業を
行う事務所等
	認定日の直前の事業年度の末日に
おける常時雇用する者の数
Ａ
	報告事業年度の末日における特定事業の実施により常時雇用する者の数
Ｂ
	雇用増
Ｂ－Ａ

	既存の
事務所等
	人
	内　訳
	　　  人　
	人

	
	
	
	（うち出向者　　　　人）
	

	
	
	
	（うち委託雇用者　　人）
	

	
	
	
	（うち異動者　　　　人）
	

	
	
	
	（うち転勤者        人）
	

	新設の
事務所等
	
	内　訳
	　　  人
	人

	
	
	
	（うち出向者　　　　人）
	

	
	
	
	（うち委託雇用者　人）
	

	
	
	
	（うち異動者　　　　人）
	

	
	
	
	（うち転勤者        人）
	

	合　計
	　人
	人
	



３　環境関連法令の規定への適合に関する事項
	環境関係法令への適合の有無※２
	１　あり　２　なし


※２　環境関連法令に適合している場合は１を、適合していない場合は２を〇で囲むこと。

４　地域における自然及び生活環境との調和に関して実施した事項
（ＧＸ事業にあっては、実施した地域との合意の内容に関して実施した事項を含む）
	実施時期
	内　容

	
	



５　条例第６条第３項各号に掲げる事項（課税免除を受けようとする税目に係る事項に限る。）
	報告事業年度の末日における認定特定事業に従事する従業者※３の数Ａを市内で営む全ての事業に従事する従業者※３の数Ｂで除して得た割合 
	Ａ:　人／Ｂ:　人

	報告事業年度における認定特定事業の用に供する事業所床面積
	　㎡

	報告事業年度における認定特定事業に従事する従業者に支払った従業者給与総額
	　円

	認定特定事業計画に基づき取得した家屋、当該家屋に占める認定特定事業の用に供する部分及びその面積並びにその敷地である土地
	別紙様式
に記載

	認定特定事業計画に基づき取得した認定特定事業の用に供する償却資産及びその敷地である土地
	別紙様式
に記載


※３　従業者の数は、常勤、非常勤の別を問わず、給与（俸給・給料・賃金・手当・賞与等）の支払いを受けるべき者の数をいい、常時雇用者のほか、非常勤の役員、顧問、パートタイマー、アルバイト、派遣労働者等も含まれます。

























別紙様式（第７条関係）

固定資産の活用に関する実績報告書


１　土地の内訳（認定特定事業の用に供するもの）
	所　在
（地　番）
	地積
（うち特定事業の用に供する面積）
	取得年月日
	用途

	
	㎡
（　　　　　　㎡）
	
	

	
	㎡
（　　　　　　　㎡）
	
	




２　家屋の内訳（認定特定事業の用に供するもの）　
	所　在
（家屋番号）
	名　称
（種類・構造※１）
	延床面積
（うち特定事業の用に供する面積）

	
	
（　　　　・　　　　）
	㎡　
 （　　　 　　　　　 ㎡）

	1 取 得 年 月 日
2 供用開始年月日
	用途
	取得価額

	1 
2 
	　
	円　


※１　家屋の種類は、｢居宅｣、｢店舗｣、｢寄宿舎｣、｢共同住宅｣、｢事務所｣、｢旅館｣、｢料理店｣、｢工場｣、｢倉庫｣、｢車庫｣、｢発電所｣、｢変電所｣から選択すること。
家屋の構造は、｢木造｣、｢土蔵造｣、｢石造｣、｢れんが造｣、｢コンクリートブロック造｣、｢鉄骨造｣、｢鉄筋コンクリート造｣、｢鉄骨鉄筋コンクリート造｣から選択すること。


３　償却資産（認定特定事業の用に供するもの）　　　　　　　　
	所在
	名　称
（種類※２）
	数量
	耐用年数

	
	
（　　　　　　　）
	
	年

	①取 得 年 月 日
②供用開始年月日
	用途
	取得価額

	　　　①
　　　②
	
	円　


（報告する土地・家屋・償却資産が記載欄に納まらない場合は、適宜記載欄を追加するか、別途報告事項を記した書面を提出すること。）
※２　償却資産の種類は、｢構築物｣、｢機械｣、｢設備｣から選択すること。


４　固定資産の活用状況
	







	別記第６号様式（第１１条関係）

課税免除対象市税目決定通知書


年　　月　　日　
　　　　　　様

札幌市長　　
                    
　　年　　月　　日付けで報告のあった認定特定事業の実績について、札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第７条第５項の規定により要件の適合を確認し、同規則第８条の規定により課税免除の対象となる市税目を次のとおり決定したことを通知します。

１　課税の特例の対象となる事業年度の開始の日　　　　　年　　月　　日


２　実績報告の対象期間　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日


３　課税免除の対象となる市税目
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　


４　事業計画に関する事項
	事業計画認定年月日・番号
	　　　　年　　月　　日・

	事業計画変更認定年月日・番号
	　　　　年　　月　　日・

	事業開始確認年月日・番号
	　　　　年　　月　　日・




（教示）

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、札幌市長に対して審査請求をすることができます。

２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、札幌市を被告として（訴訟において札幌市を代表する者は札幌市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。
なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。

３　ただし、上記１又は２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。


	別記第７号様式（第１１条関係）

法人市民税認定特定事業割合決定書


年　　月　　日　
　　　　　　様

札幌市長　　
                    

札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第８条第１号の規定により、法人市民税認定特定事業割合について、次のとおり決定します。

１　課税の特例の対象となる事業年度の開始の日　　　　　年　　月　　日


２　実績報告の対象期間　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日


３　法人市民税認定特定事業割合
	法人市民税認定特定事業割合
	／　




４　事業計画に関する事項
	事業計画認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業計画変更認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業開始確認年月日・番号
	年　　月　　日・




（教示）

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、札幌市長に対して審査請求をすることができます。

２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、札幌市を被告として（訴訟において札幌市を代表する者は札幌市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。
なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。

３　ただし、上記１又は２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。


	別記第８号様式（第１１条関係）

土地家屋認定特定事業供用面積決定書


年　　月　　日　
　　　　様
札幌市長　　

札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第８条第２号及び第４号の規定により、土地家屋認定特定事業供用面積について、次のとおり決定します。

１　課税の特例の対象となる事業年度の開始の日　　　　　年　　月　　日


２　実績報告の対象期間　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日


３　認定特定事業に供する土地及び家屋
(1) 土地
	所在（地番）
	面積

	
	㎡



(2) 家屋
	所在（家屋番号）
	種類構造
	面積

	
	
	㎡




４　事業計画に関する事項
	事業計画認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業計画変更認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業開始確認年月日・番号
	年　　月　　日・




（教示）

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、札幌市長に対して審査請求をすることができます。

２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、札幌市を被告として（訴訟において札幌市を代表する者は札幌市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。
なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。

３　ただし、上記１又は２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

	別記第９号様式（第１１条関係）

償却資産認定特定事業供用決定書


年　　月　　日　
　　　　　　　様
札幌市長　　


札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第８条第２号の規定により、認定特定事業に供する償却資産について、次のとおり決定します。

１　課税の特例の対象となる事業年度の開始の日　　　　　年　　月　　日


２　実績報告の対象期間　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日


３　認定特定事業に供する償却資産
	所在
	資産の種類
	資産名称
	数量
	取得年月
	供用開始年月日
	取得価額
	耐用年数

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



４　事業計画に関する事項
	事業計画認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業計画変更認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業開始確認年月日・番号
	年　　月　　日・




（教示）

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、札幌市長に対して審査請求をすることができます。

２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、札幌市を被告として（訴訟において札幌市を代表する者は札幌市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。
なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。

３　ただし、上記１又は２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。


	別記第１０号様式（第１１条関係）

事業所税資産割認定特定事業床面積決定書


年　　月　　日　
　　　　　　様

札幌市長　　
                    

札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第８条第３号の規定により、事業所税資産割認定特定事業床面積について、次のとおり決定します。

１　課税の特例の対象となる事業年度の開始の日　　　　　年　　月　　日


２　実績報告の対象期間　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日


３　事業所税資産割認定特定事業床面積
	事業所税資産割認定特定事業床面積
	㎡




４　事業計画に関する事項
	事業計画認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業計画変更認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業開始確認年月日・番号
	年　　月　　日・




（教示）

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、札幌市長に対して審査請求をすることができます。

２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、札幌市を被告として（訴訟において札幌市を代表する者は札幌市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。
なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。

３　ただし、上記１又は２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。


	別記第１１号様式（第１１条関係）

事業所税従業者割認定特定事業給与総額決定書


年　　月　　日　
　　　　　　様
札幌市長　　
                    
札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第８条第３号の規定により、事業所税従業者割認定特定事業給与総額について、次のとおり決定します。

１　課税の特例の対象となる事業年度の開始の日　　　　　年　　月　　日


２　実績報告の対象期間　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日


３　事業所税従業者割認定特定事業給与総額
	事業所税従業者割認定特定事業給与総額
	円




４　事業計画に関する事項
	事業計画認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業計画変更認定年月日・番号
	年　　月　　日・

	事業開始確認年月日・番号
	年　　月　　日・




（教示）

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、札幌市長に対して審査請求をすることができます。

２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、札幌市を被告として（訴訟において札幌市を代表する者は札幌市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。
なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。

３　ただし、上記１又は２の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。




	別記第１２号様式の１（第１２条関係）

法人市民税の課税の特例適用申告書（ＧＸ事業）

　　　　　　　　　　　　             　 　　　　　　　　　年　　月　　日　
  
  札幌市長　

　　　　  　　  申告者   所在地
　　　　　　　　　　　 名称
　　　　     　　　　        代表者氏名
　　　　　　　　　　　　 　　　                            
札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第９条第１項の規定により、　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの事業年度の法人市民税について、次のとおり課税の特例の適用を申告します。

ア　認定特定事業を開始した日（認定革新的ＧＸ事業者にあっては、その法人の設立の日）の属する事業年度終了の日の翌日から５年以内に終了する各事業年度用
	認定特定事業番号
	

	法人税割(各項目の番号は地方税法施行規則第20号様式のものに準拠します。)

	

	
	課税標準
	税率
	法人税割額(控除又は加算を行う前の額)
	

	

	課税標準となる法人税額等
	⑤
	円
	％
	イ
	円
	

	

	（２以上の市町村に事務所又は事業所を有する法人における）課税標準となる法人税額等
	⑥
	円
	％
	ロ
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	

	100－法人市民税認定特定事業割合(％)　γ
	％
	
	

	

	イ及びロの法人税割額にγの割合を乗じたものを記載してください。

	
	
	法人税割額(課税の特例適用後)
	

	

	課税の特例適用後の法人税割額(イ×γ)
	イ'
	円
	

	

	課税の特例適用後の法人税割額(ロ×γ)
	ロ'
	円
	

	

	市民税の特定寄附金税額控除額
	⑦
	円
	

	

	税額控除超過額相当額の加算額
	⑧
	円
	

	

	外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
	⑨
	円
	

	

	外国の法人税等の額の控除額
	⑩
	円
	

	

	仮装経理に基づく法人税割額の控除額
	⑪
	円
	

	

	差引法人税割額　イ'－⑦＋⑧－⑨－⑩－⑪又はロ'－⑦＋⑧－⑨－⑩－⑪
	⑫'
	円
	

	

	既に納付の確定した当期分の法人税割額
	⑬
	円
	

	

	租税条約の実施に係る法人税割額の控除額
	⑭
	円
	

	

	この申告により納付すべき法人税割額　⑫'－⑬－⑭
	⑮'
	円
	

	

	法人市民税額※札幌市使用欄には記載しないでください。

	

	
	
	地方税法施行規則
第20号様式
	課税の特例による免除額(札幌市使用欄)
	差引納付額
(札幌市使用欄)
	

	

	法人税割
	⑮
	
	
	円
	

	

	均等割
	⑲
	
	－
	円
	

	

	法人市民税額
	㉒
	
	
	円
	



イ　認定特定事業を開始した日（認定革新的ＧＸ事業者にあっては、その法人の設立の日）の属する事業年度終了の日の翌日から５年を超え１０年以内に終了する各事業年度用
	認定特定事業番号
	

	法人税割(各項目の番号は地方税法施行規則第20号様式のものに準拠します。)

	

	
	課税標準
	税率
	法人税割額(控除又は加算を行う前の額)
	

	

	課税標準となる法人税額等
	⑤
	円
	％
	イ
	円
	

	

	（２以上の市町村に事務所又は事業所を有する法人における）課税標準となる法人税額等
	⑥
	円
	％
	ロ
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	

	認定特定事業割合(％)　δ
	％
	
	

	

	イ及びロの法人税割額にδの割合を乗じたものを記載してください。

	

	
	
	課税の特例による控除額
	法人税割額(課税の特例適用後)
	

	
	
	
	(イ″又はロ″)×1／2
	イ－ハ又はロ－ニ
	

	

	認定特定事業割合を乗じた法人税割額(イ×δ)
	イ″
	円
	ハ
	円
	ホ
	円
	

	

	認定特定事業割合を乗じた法人税割額(ロ×δ)
	ロ″
	円
	ニ
	円
	ヘ
	円
	

	

	市民税の特定寄附金税額控除額
	⑦
	
	
	円
	

	

	税額控除超過額相当額の加算額
	⑧
	
	
	円
	

	

	外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
	⑨
	
	
	円
	

	

	外国の法人税等の額の控除額
	⑩
	
	
	円
	

	

	仮装経理に基づく法人税割額の控除額
	⑪
	
	
	円
	

	

	差引法人税割額　ホ－⑦＋⑧－⑨－⑩－⑪又はヘ－⑦＋⑧－⑨－⑩－⑪
	⑫'
	
	
	円
	

	

	既に納付の確定した当期分の法人税割額
	⑬
	
	
	円
	

	

	租税条約の実施に係る法人税割額の控除額
	⑭
	
	
	円
	

	

	この申告により納付すべき法人税割額　⑫'－⑬－⑭
	⑮'
	
	
	円
	

	

	法人市民税額※札幌市使用欄には記載しないでください。

	

	
	
	地方税法施行規則
第20号様式
	課税の特例による免除額(札幌市使用欄)
	差引納付額
（札幌市使用欄）
	

	

	法人税割
	⑮
	
	
	円
	

	

	均等割
	⑲
	
	－
	円
	

	

	法人市民税額
	㉒
	
	
	円
	

	








	[bookmark: _Hlk193302247][bookmark: _Hlk193302211]別記第１２号様式の２（第１２条関係）

法人市民税の課税の特例適用申告書（金融事業）

　　　　　　　　　　　　             　 　　　　　　　 　　　年　　月　　日　
  
  札幌市長　

　　　　  　　  申告者   所在地
　　　　　　　　　　　 名称
　　　　     　　　　        代表者氏名
　　　　　　　　　　　　 　　　                            
札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第９条第１項の規定により、　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの事業年度の法人市民税について、次のとおり課税の特例の適用を申告します。

	認定特定事業番号
	

	法人税割(各項目の番号は地方税法施行規則第20号様式のものに準拠します。)

	

	
	課税標準
	税率
	法人税割額(控除又は加算を行う前の額)
	

	

	課税標準となる法人税額等
	⑤
	円
	％
	イ
	円
	

	

	（２以上の市町村に事務所又は事業所を有する法人における）課税標準となる法人税額等
	⑥
	円
	％
	ロ
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	

	100－法人市民税認定特定事業割合(％)　γ
	％
	
	

	

	イ及びロの法人税割額にγの割合を乗じたものを記載してください。

	
	
	法人税割額(課税の特例適用後)
	

	

	課税の特例適用後の法人税割額(イ×γ)
	イ'
	円
	

	

	課税の特例適用後の法人税割額(ロ×γ)
	ロ'
	円
	

	

	市民税の特定寄附金税額控除額
	⑦
	円
	

	

	税額控除超過額相当額の加算額
	⑧
	円
	

	

	外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額の控除額
	⑨
	円
	

	

	外国の法人税等の額の控除額
	⑩
	円
	

	

	仮装経理に基づく法人税割額の控除額
	⑪
	円
	

	

	差引法人税割額　イ'－⑦＋⑧－⑨－⑩－⑪又はロ'－⑦＋⑧－⑨－⑩－⑪
	⑫'
	円
	

	

	既に納付の確定した当期分の法人税割額
	⑬
	円
	

	

	租税条約の実施に係る法人税割額の控除額
	⑭
	円
	

	

	この申告により納付すべき法人税割額　⑫'－⑬－⑭
	⑮'
	円
	

	

	法人市民税額※札幌市使用欄には記載しないでください。

	

	
	
	地方税法施行規則
第20号様式
	課税の特例による免除額(札幌市使用欄)
	差引納付額
(札幌市使用欄)
	

	

	法人税割
	⑮
	
	
	円
	

	

	均等割
	⑲
	
	－
	円
	

	

	法人市民税額
	㉒
	
	
	円
	

	






	別記第１３号様式の１（第１２条関係）

事業所税の課税の特例適用申告書（ＧＸ事業）

　　　　　　　　　　　　             　 　　　　　　　 　　年　　月　　日  
  
  札幌市長　

　　　　申告者　所在地
　　　　      名称
　 　   　 　       代表者氏名
　　　　　　　　　 　　　                            
札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第９条第２項の規定により、次のとおり課税の特例の適用を申告します。


ア　認定特定事業を開始した日（認定革新的ＧＸ事業者にあっては、その法人の設立の日）の属する事業年度終了の日の翌日から５年以内に終了する各事業年度用 　
	認定特定事業番号
	

	納税義務者番号
	

	対象事業年度期間
	年　月　日　～　年　月　日

	資産割
	課税の特例による控除適用前の資産割額
	①
	円

	
	課税の特例により控除される資産割額（認定特定事業床面積(別記第１０号様式）)×600円
	②
	円

	
	資産割額（①－②）
	③
	円

	従業者割
	課税の特例による控除適用前の従業者割額
	④
	円

	
	課税の特例により控除される従業者割額（認定特定事業給与総額（別記第１１号様式）×0.25/100
	⑤
	円

	
	従業者割額（④－⑤）
	⑥
	円

	この申告により納付すべき事業所税額（③＋⑥）
	00円




イ　認定特定事業を開始した日（認定革新的ＧＸ事業者にあっては、その法人の設立の日）の属する事業年度終了の日の翌日から５年を超え10年以内に終了する各事業年度用 　
	認定特定事業番号
	

	納税義務者番号
	

	対象事業年度期間
	年　月　日　～　年　月　日

	資産割
	課税の特例による控除適用前の資産割額
	①
	円

	
	課税の特例により控除される資産割額（認定特定事業床面積(別記第１０号様式）)×600円×1/2
	②
	円

	
	資産割額（①－②）
	③
	円

	従業者割
	課税の特例による控除適用前の従業者割額
	④
	円

	
	課税の特例により控除される従業者割額（認定特定事業給与総額（別記第１１号様式）×0.25/100 ×1/2
	⑤
	円

	
	従業者割額（④－⑤）
	⑥
	円

	この申告により納付すべき事業所税額（③＋⑥）
	00円




	別記第１３号様式の２（第１２条関係）

事業所税の課税の特例適用申告書（金融事業）

　　　　　　　　　　　　             　 　　　　　　　 　　年　　月　　日  
  
  札幌市長　

　　　　申告者　所在地
　　　　      名称
　 　   　 　       代表者氏名
　　　　　　　　　　　　 　　　                            
 
札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第９条第２項の規定により、次のとおり課税の特例の適用を申告します。

　
	認定特定事業番号
	

	納税義務者番号
	

	対象事業年度期間
	年　月　日　～　年　月　日

	資産割
	課税の特例による控除適用前の資産割額
	1 
	円

	
	課税の特例により控除される資産割額（認定特定事業床面積(別記第１０号様式）)×600円
	②
	円

	
	資産割額（①－②）
	③
	円

	従業者割
	課税の特例による控除適用前の従業者割額
	④
	円

	
	課税の特例により控除される従業者割額（認定特定事業給与総額（別記第１１号様式）×0.25/100
	⑤
	円

	
	従業者割額（④－⑤）
	⑥
	円

	この申告により納付すべき事業所税額（③＋⑥）
	00円







	別記第１４号様式（第１３条関係）

認定特定事業廃止等届出書

　　年　　月　　日　

札幌市長　  
                                                                      
届出者　所在地
名称   
代表者氏名　

札幌市脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための市税の課税の特例に関する条例施行規則第１０条の規定により、次のとおり届け出ます。

	事業計画認定年月日
	　　　年　　　　月　　　日

	認定特定事業番号
	

	届出の区分
	□廃止　□休止　□再開

	届出事由発生年月日
	

	届出事由発生の理由
	

	再開予定年月日
※休止の場合に限る
	





※　認定特定事業の全部を譲り渡す場合は、これを譲り受ける者について記載すること。
	所在地
	

	名称及び
代表者の氏名
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要領第１号様式
市内における従業者明細書（　枚目　/  枚目）

（認定特定事業の事務所等の名称：　　　　　　　　　　　　　）
	市内事務所等における全ての事業に従事する従業者数（委託雇用者※１数除く）
	人 
	内　訳

	
	
	うち認定特定事業の従業者数
	人 
	うち常用雇用者数
	　　人 

	
	認定特定事業の委託雇用者※１数
	人 
	うち常用雇用者数
	人 

	認定特定事業の従業者の形態
	常時雇用の別
	雇用開始の区分
	氏名
	職種
	在籍状況※３

	
	
	
	
	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	
計

	
	
	
	
	
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□役員 □正社員 □出向者 □派遣労働者
□バイト･パート □委託雇用者 □その他
	□常用雇用
□常用雇用以外
	□新規※２(　年　月　日)
□継続　 (　年　月　日）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


[bookmark: _Hlk190734432]※１　委託雇用者は、認定特定事業者により認定特定事業の全部又は一部を委託された事業者に雇用されている者をいう。認定特定事業において委託雇用者がいる場合は、当該雇用について常時雇用の別及び雇用開始の区分を記載すること。
※２　新規雇用は、認定の日以後、新たに増加する雇用をいい、道外の他の事業者からの出向、市内外の事務所等からの異動又は転勤、認定特定事業を委託された事業者による雇用を含む。
※３　月については、各法人の決算月に応じて適宜改変して使用すること。
	要領第２号様式

固定資産の異動に関する報告書

　 　年　　月　　日　

  札幌市長　
                                                                    　
報告者　所在地
名称   　 
代表者氏名
　　　　　　　　　　　　 　　　                                     
認定特定事業の用に供する固定資産のうち、下記のものについて異動が生じましたので、関係書類を添えて次のとおり報告します。


１　異動前の土地の内訳（認定特定事業の用に供するもの）
	所　在
（地　番）
	地積
（うち特定事業の用に供する面積）
	取得年月日
	用途

	
	㎡
（　　　　　　㎡）
	
	



２　異動後の土地の内訳（認定特定事業の用に供するもの）
	所　在
（地　番）
	地積
（うち特定事業の用に供する面積）
	異動年月日
	用途

	
	㎡
（　　　　　　㎡）
	
	



３　異動前の家屋の内訳（認定特定事業の用に供するもの）　
	所　在
（家屋番号）
	名　称
（種類・構造※１）
	延床面積
（うち特定事業の用に供する面積）

	
	
（　　　　・　　　　）
	㎡　
 （　　　 　　　　　 ㎡）

	3 取 得 年 月 日
4 供用開始年月日
	用途
	取得価額

	3 
4 
	　
	円　



４　異動後の家屋の内訳（認定特定事業の用に供するもの）　
	所　在
（家屋番号）
	名　称
（種類・構造※１）
	延床面積
（うち特定事業の用に供する面積）

	
	
（　　　　・　　　　）
	㎡　
 （　　　 　　　　　 ㎡）

	異 動 年 月 日
	用途
	

	
	　
	



※１　家屋の種類は、｢居宅｣、｢店舗｣、｢寄宿舎｣、｢共同住宅｣、｢事務所｣、｢旅館｣、｢料理店｣、｢工場｣、｢倉庫｣、｢車庫｣、｢発電所｣、｢変電所｣から選択すること。
家屋の構造は、｢木造｣、｢土蔵造｣、｢石造｣、｢れんが造｣、｢コンクリートブロック造｣、｢鉄骨造｣、｢鉄筋コンクリート造｣、｢鉄骨鉄筋コンクリート造｣から選択すること。





５　異動前の償却資産（認定特定事業の用に供するもの）　　　　　　　　
	所在
	名　称
（種類※２）
	数量
	耐用年数

	
	
（　　　　　　　）
	
	年

	①取 得 年 月 日
②供用開始年月日
	用途
	取得価額

	　　　①
　　　②
	
	円　



６　異動後の償却資産（認定特定事業の用に供するもの）　　　　　　　　
	所在
	名　称
（種類※２）
	数量
	耐用年数

	
	
（　　　　　　　）
	
	年

	異 動 年 月 日
	用途
	

	　　　①
　　　②
	
	



※２　償却資産の種類は、｢構築物｣、｢機械｣、｢設備｣から選択すること。


７　固定資産の異動の理由
	













報告する土地・家屋・償却資産が記載欄に納まらない場合は、適宜記載欄を追加するか、別途報告事項を記した書面を提出すること。




